
Press Release

◎ ※　記載の数値は季節調整値（「補足資料」P6参照）

27,981 人　　 【前月比 769 人　　（ 2.8% ）　　増 】
23,995 人　　 【前月比 320 人　　（ 1.4% ）　　増 】

◎

10,290 人　　 【前月比 480 人　　（ 4.9% ）　　増 】
5,519 人　　 【前月比 10 人　　（ 0.2% ）　　増 】

◎ 令和４年６月の雇用失業情勢判断

Ⅰ

図表１ 図表２

 （注）季節調整法はセンサス局法Ⅱ（X-12-ARIMA）による。なお、令和３年12月以前の数値は、令和４年１月分公表時に新季節指数により改訂されている。

②　　新規求人倍率は平成25年６月から109か月連続１倍以上。

　青森県の雇用失業情勢は、持ち直しの動きに広がりがみられるものの、新型コロナ
ウイルス感染症が雇用に与える影響に、引き続き注意する必要がある。

①　　有効求人倍率は令和３年４月から15か月連続で１倍以上。全国順位（同率）35位（前月37位）

（令和４年６月）

【照会先】
　青森労働局職業安定部
　　職　業　安　定　課　長 　 鈴木　彰
　　地方労働市場情報官 　　小野　仁
     　　 電話　０１７（７２１）２０００

有効求人倍率　　１．１７倍【前月比０．０２ポイント上昇】
有効求人数
有効求職者数
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青森県の雇用失業情勢について
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Ⅱ

対前年増減数
（人）

対前年増減率
（％）

Ⅲ

Ⅳ

図表４

令和2年8月

24,367 6,042 5,470 4,524 1,385 807 2,339 1,346 1,081 1,373

27,228 6,555 7,056 5,015 1,320 1,313 1,551 1,821 1,384 1,213

0.12 0.19 ▲ 0.02 0.13 0.18 0.37 ▲ 0.04 0.26 0.04 0.20

　新規求職の状況（原数値）・・・「補足資料」P1項目2、「職業安定業務取扱月報」P6参照

26.6 30.8

　　 新規求職者数は、前年同月比3.6％（181人）増加の5,165人。

※　本資料で使用する求人に関する数値は求人受理地別によるものである。

8.53.9

有効求人数（人）

　安定所別有効求人倍率の状況（原数値）・・・「職業安定業務取扱月報」P12参照

安定所別有効求人倍率の状況

　　　　【増加した産業】
建設業 29人（1,378人→1,407人） 2.1％

医療，福祉 40人（2,267人→2,307人） 1.8％
　　　　【減少した産業】前年同月比３０％以上の業種を掲載

宿泊業，飲食サービス業　▲313人（868人→555人）　▲36.1％

　②　主要産業における新規求人の状況・・・「補足資料」P3、「職業安定業務取扱月報」P9参照

65 204 115 157 50

2.0 4.2

有効求職者数（人）

対前年同月比（ポイント）

51

　      新規求人数は、前年同月比11.8％（1,127人）増加の10,669人。

　①　新規求人の状況・・・「補足資料」P1項目4、「職業安定業務取扱月報」P7参照

  新規求人の状況（原数値）
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Ⅴ

　

年月 求人倍率

令和４年１月 1.16

令和４年２月 1.13

令和４年３月 1.14

令和４年４月 1.15

令和４年５月 1.15

令和４年６月 1.17
  青森県の雇用失業情勢は、持ち直しの動きに広がりがみられるもの
の、新型コロナウイルス感染症が雇用に与える影響に、引き続き注意す
る必要がある。

有効求人倍率が15か月連続で１倍以上

同上
有効求人倍率が12か月連続で１倍以上

　青森県の雇用失業情勢は、一部を除き、持ち直しの動きに広がりがみ
られるものの、新型コロナウイルス感染症が雇用に与える影響に、引き
続き注意する必要がある。

有効求人倍率が11か月連続で１倍以上

同上
有効求人倍率が13か月連続で１倍以上

同上

有効求人倍率が14か月連続で１倍以上

【事業主】労働者の雇用維持を図るため、引続き雇用調整助成金などの活用を促すなどの取組みを行います。
【求職者】新型コロナウイルス感染症予防に万全を期した上で各種セミナー等を開催し、求人と求職のマッチング機会の
　　　　　　確保を図るとともに、公的職業訓練の受講あっせん等による再就職支援を積極的に実施します。

【県内ハローワークにおける取組】
　（青森）8/15 福祉のお仕事ガイドセミナー、8/18 １Day就勝クラブ、8/23 求人事業所説明会（建設、警備等）
　（八戸）8/30 求人事業所説明会
　（弘前）8/8,19 求人説明会・ミニ面接会、8/31 企業説明会・体験会
　（五所川原）8/31 会社説明・就職面接会（鰺ヶ沢町中央公民館）
　（十和田）8/25 求人説明会
　（黒石）8/24 会社説明会・ミニ面接会、8/26 くろいし就職説明会

上記のほか、各ハローワークでは，随時，会社説明会やミニ面接会などを実施しています。

青森労働局の取組

参考　１　雇用失業情勢判断の推移

雇用情勢判断

〇　本県経済は、新型コロナウイルス感染症や物価上昇の影響がみられるものの、持ち直しの動きがみられる。
　　　　　　　　　　　【青森県：７月１日発表青森県経済統計報告（令和４年４月・５月の経済指標を中心として）】

〇　県内の景気は、新型コロナウイルス感染症や供給制約の影響から一部に弱さがみられるものの、持ち直している。この
　間、企業の業況感は、製造業が悪化したものの、非製造業が改善したことから、全産業でも改善した。
　　最終需要の動向をみると、公共投資は、横ばい圏内で推移している。設備投資は、供給制約の影響がみられるものの、
　増加している。個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響が一部に残るものの、持ち直している。住宅投資は、弱め
　の動きとなっている。
　　生産は、供給制約の影響がみられる中、横ばい圏内の動きとなっている。雇用・所得情勢は、全体としては弱めの動き
　となっている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【日本銀行青森支店：７月22日発表県内金融経済概況７月公表分】

〇　2022（令和４）年６月度の青森県企業倒産は５件（前年同月比66.66％増）、負債総額は5億5,400万円（同264.47％増）
　となった。前年同月比で２件、前月比で３件増加。又、負債総額に関しても負債総額１億円以上の倒産の発生から前年同
　月比、前月比ともに増加し、企業倒産は2022年４月以降小康状態が続いていたものの、倒産件数、負債総額ともに増加に
　転じる形となった。尚、新型コロナウィルス関連倒産は３件発生した。
　　日本銀行が６月10日に発表した５月の国内企業物価指数は、前年同月比9.1％の上昇で、上げ幅は前月から縮小したもの
　の、依然高い伸びが続いている。
　　又、総務省が６月24日に発表した５月の消費者物価指数は、前年同月比を2.1％上回り、消費税率引き上げの影響を除け
　ば13年７か月ぶりの上昇率となった４月に続き、２か月連続で２％を超えた。
　　企業物価と消費者物価の開きは、企業側が消費者離れを懸念して、商品価格に転嫁し切れていない事を示しているが、
　原油価格の高止まりや急速な円安進行により原料及び資材価格が高騰、ロシアによるウクライナ侵攻問題等も重なって物
　価の上昇圧力が強まりつつあり、企業がコストの上昇に耐え切れず、商品の価格に転嫁する動きが進めば、更なる物価上
　昇が予想される。
　　加えて、価格競争力に乏しい地方中小企業の転嫁速度は遅れており、収益環境の更なる悪化が懸念され、コロナ禍によ
　って体力を消耗してきた企業にとっては、大きなダメージとなっている。物価上昇対策を講じる事が遅れ、収益力の悪化
　した企業中心に倒産件数が急増していく可能性は十分考えられ、引き続き警戒が求められる。

　　　　　　　　　　　　【東京商工リサーチ青森支店：７月４日発表　2022（令和４）年６月度青森県企業倒産状況】

参考　２　他機関の景気判断・・・「職業安定業務取扱月報」P１参照

特徴

  青森県の雇用失業情勢は、持ち直しの動きに広がりがみられるもの
の、新型コロナウイルス感染症が雇用に与える影響に、引き続き注意す
る必要がある。

　（改訂後の令和３年12月の求人倍率
1.12倍）
有効求人倍率が10か月連続で１倍以上
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